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第7回

全国市議会議長会研究フオーラムh松山
10月 10日・ 11日と四国の松山市で行われた「第 7回全国
市議会議長会研究フォーラム h松山」に会派の山根史子議
員と参加した。

■ 基調請演では=『地方自治の課題と議会のミツシ∃ン』
■ バネルデイスカツシ∃ン=『地方議員における政策形成
の在り方について』

■ 課題討議=『大震災における議会の役割』
特に基調講演の前総務大臣・慶応義塾大学法学部教授の片

山義弘氏の講演は、・義務教育と議会 ・地域主権と議会 ・首長の「パフォーマン
ス」と議会の役割 (二元代表制と民意) ・市民に開かれ、市民に信頼される議会。
といつたような、議会が果たすべき役割についての講演内容だった。

義務教育と議会

義務教育は自治体の最重要課題であり、教育現場の課題を議会は把握しているか ・̈・?

教育委員会 (教育長をはじめとする教育委員たち)の力量は十分か。また、教育委員
会の選任に最終的に責任を持つているのは議会である。概ねこんな内容だった。
しかし、「どこの議会もそうであると思うが、人事案件は、市長の専任事項なので、
議会最終日に上程されて、委員会付託はな<質疑討論を省いての採決である。」
そうl旨摘されたとき、ドッキッとした。まさにその通りである。

しかしいま、学校現場が抱える問題は大き<、 川越市でも 9月議会でいじめの問題
が大き<とりあげられ、最終日には『いじめの延長上の傷害事件を教訓にいじめ再発
防止を強<求める決議』を行つたところだ。
文教の委員長として、この決議に至るまで、「議会への報告がなぜ、なかったの

か ?」「人事な教訓を広<教育現場に知らしめ、教育現
場全体の問題として者えることができなかっただろう

か ?」「教育委員会は本当に機能していたのだろう

か ?」 と考えざろを得なければならない事件だつた。

今一度教育委員の仕事のウエイトや専任について、者

えさせられる講演であつた。


